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研究成果の概要（和文）：　研究1では、医療者が既婚者に実施している避妊指導の実態を明らかにすることを
目的とした。病院・診療所など1,741施設を選定し調査を行った。その結果、既婚者に対する避妊に関する指導
は短時間で実施されていること、望まない妊娠を機に避妊に関する指導を受けている既婚者が多いことが明らか
になった。
　研究2では、既婚男女の「避妊に関する知識」、「避妊に対する意識」、「避妊に対する困難性」が「避妊の
実行」にどのように影響するのか男女別に確認し、示唆を得ることを目的とした。その結果、男女のパス係数に
違いが認められたことから、避妊に関する指導を行う際は、性差を考慮して実施する必要がある。

研究成果の概要（英文）：The purpose of Study 1 was to investigate the current state of contraceptive
 counseling provided by healthcare professionals to married individuals. A survey was conducted in 
1,741 healthcare facilities, including hospitals and clinics. The results revealed that 
contraceptive counseling for married individuals is often brief in duration, and many married 
individuals receive counseling following unintended pregnancies. In Study 2, the aim was to examine 
how "knowledge about contraception," "attitudes towards contraception," and "difficulties related to
 contraception" affect "contraceptive behavior" separately for men and women. The findings indicated
 that the structural models differed between genders, highlighting the need to consider gender 
differences when providing contraceptive counseling.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　既婚女性の結婚後人工妊娠中絶の経験が報告されている。既婚女性の人工妊娠中絶を減少させることは喫緊の
課題であり、医療者はリプロダクティブヘルス/ライツの観点から、既婚男女が家族計画を立て、確実に避妊が
できるよう支援する必要がある。
　本研究結果は、家族計画・避妊に関する指導のあり方を再考する基礎的資料になったと考える。また、「避妊
に関する知識」、「避妊に対する意識」、「避妊に対する困難性」が「避妊の実行」にどのように影響するのか
を男女別に確認できたことから、今後の家族計画・避妊指導方法の構築に寄与すると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景  
 既婚女性の 33.6％に結婚後人工妊娠中絶の経験があると報告されている。既婚女
性の人工妊娠中絶を減少させることは喫緊の課題であるが、日本において既婚者に対
する家族計画指導の実態を明らかにした先行研究はほとんど見あたらない。既婚女性
の人工妊娠中絶を減少させることは喫緊の課題であり、医療者はリプロダクティブヘ
ルス /ライツの観点から、既婚男女が家族計画を立て、確実に避妊ができるよう支援
する必要がある。  
 
２．研究の目的  
 「研究 1：日本における既婚者に対する家族計画指導の実態と今後の課題」では、
医療者が既婚者に対して行っている家族計画指導の実態を明らかにすることを目的
として調査を行った。  
 「研究 2：既婚男女の避妊の実態と避妊の実行を規定する要因の検討」では、既婚
男女の「避妊に関する知識」、「避妊に対する意識」、「避妊に対する困難性」が「避妊
の実行」にどのように影響するのか男女別に確認し、示唆を得ることを目的として調
査を行った。  
 
３．研究の方法  
「研究 1：日本における既婚者に対する家族計画指導の実態と今後の課題」は、層
化無作為抽出法にて選定した病院・診療所 1000 施設および助産所 741 施設を対象に
無記名自記式質問紙調査を行った。  
「研究 2：既婚男女の避妊の実態と避妊の実行を規定する要因の検討」では、株式
会社マクロミルによるインターネット調査を行った。  
研究 1・2 とも所属機関の倫理審査委員会の承認後に調査を開始した。  
 
４．研究成果 
「研究 1：日本における既婚者に対する家族計画指導の実態と今後の課題」の結果、
415 施設から回答が得られ、412 施設を分析対象とした。回答者の職種は、助産師 342
名（83.0％）、看護師 10 名（2.4％）、保健師 1 名（0.2％）、医師 59 名（14.3％）で
あった。 
分娩取り扱い施設は 249 施設（60.4%）であった。分娩取り扱い施設 249 施設にお
いて、褥婦に家族計画について指導する時期は「入院中」231 施設（92.8％）、「退院
後外来通院中」5 施設（2.0％）であり、多くの分娩施設で退院までに褥婦に家族計画
指導を行っていた。「家族計画指導を行っていない」は 6 施設（2.4％）であった。家
族計画指導の対象は「褥婦全員」が 195 施設（84.4%）と最も多かった。褥婦の夫に
対する指導は「夫が参加できる場合は指導する」が 114 施設（49.4％）と最も多く、
次いで「指導していない」88 施設（38.1%）、「必要と判断した場合のみ指導する」15
施設（6.5％）などであり、夫に対する家族計画指導の実施率は低かった。1 回の指導
時間は過半数が 10 分以下であり、短時間で家族計画指導を実施していることが明ら
かになった。 
既婚者に対する家族計画指導を行っている施設は 186 施設（45.1%）であった。指
導は人工妊娠中絶施行前後に行われることが最も多く、1 回の指導時間は過半数が 10
分以下であった。 
既婚者に対する家族計画指導は短時間で実施されていることが明らかになった。ま
た、望まない妊娠を機に家族計画指導を受けている既婚者が多いと推察された。夫の
協力がなければ家族計画の実施は困難であることから、褥婦だけなく夫に対しても家
族計画指導を行う必要がある。また、既婚者が望まない妊娠に至らぬよう家族計画指
導の充実を図る必要性が示唆された。 
 「研究 2：既婚男女の避妊の実態と避妊の実行を規定する要因の検討」の結果、3,335
名から回答が得られ、男性 1,665 人（49.9％）、女性 1,670 人（50.1％）であった。
平均年齢は、男性 40.4±6.9 歳、女性 35.7±5.8 歳であり、男性で有意に年齢が高か
った（ｐ＜0.001）。結婚前に人工妊娠中絶の経験がある女性は 152 人（9.1％）、回答
拒否 64 人（3.8％）、結婚後に人工妊娠中絶の経験がある女性は 77 人（4.4％）、回答
拒否 65 人（3.9％）であった。 
多母集団同時分析の結果、適合性の高い因果モデルが見出された（χ2 /df=1.622、
ｐ＝0.198、GFI=1、AGFI=0.995、 CFI=1、 RMSEA=0.014、AIC＝39.244）。男性では「避
妊に関する知識」、「避妊に対する意識」が「避妊の困難性」に有意に影響し、「避妊
に対する意識」が「避妊の実行」に有意に影響していた。女性では「避妊に関する知
識」、「避妊に対する意識」が「避妊の困難性」に有意に影響し、「避妊に対する意識」、
「避妊の困難性」が「避妊の実行」に有意に影響を与えていた。また、「避妊に対す



る意識」から「避妊の困難性」へのパス係数に男女で有意な差が認められ、男性で有
意に強く影響していた。 
男女のパス係数に違いが認められたことから、避妊に関する指導を行う際は性差を
考慮して実施する必要がある。 
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